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大学・研究機関における
安全保障貿易管理に関する事例集

［みなし輸出管理の運用明確化への対応編］

令和５年8月

経済産業省
安全保障貿易管理課

「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）」関連資料



1

みなし輸出管理の運用明確化とは

はじめに

◼ 外国為替及び外国貿易法（外為法）による「技術の提供」への規制としては、「国境を越える規制技術の提供」だけでなく、「居住
者から非居住者への規制技術の提供」も規制対象となっており、事前に経済産業省への役務取引許可申請が必要となります。

◼ 日本国内における「居住者から非居住者への規制技術の提供」は、当該非居住者は最終的に出国する蓋然性が高いことから、
「輸出とみなして」管理しており、これを「みなし輸出」管理といいます。

◼ 国際的に人を介した機微技術流出懸念が増大する中、こうした懸念に対応するため、「役務通達」が改正され、居住者から居住者
への規制技術の提供であっても、以下の①～③の特定類型に該当する居住者への規制技術の提供については、みなし輸出管理
の対象であることが明確化されました。（令和４年５月から適用）

◼ 大学・研究機関は、所属する教職員や学生に対して技術を提供する者となりますので、外為法を遵守するため、教職員や学生への
技術提供が特定類型該当者への規制技術の提供に該当しないかあらかじめ確認する必要があります。

「みなし輸出管理の運用明確化」に係る制度自体の詳細な解説については、以下の参考資料を作成・公開しておりますので、ぜひ御活用ください。

・「みなし輸出管理の運用明確化について」 https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/meikakukanitsuite2.pdf

・「大学・研究機関の教職員向けe-ラーニング～みなし輸出管理の運用明確化～」 https://www.youtube.com/watch?v=Aa1rE8gV-gk

・「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用）第四版」

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf

居住者

許可申請義務

許可必要

非居住者の強い
影響下にある

居住者

外国政府や外国法人
技術提供

（非居住者）

①雇用契約等の契約に基づき、外国政府等・外国法人等の支配下にある者
い

②経済的利益に基づき、外国政府等の実質的な支配下にある者

③国内において外国政府等の指示の下で行動する者

特定類型

※各特定類型の正確な定義については、必ず「役務通達」の規定を確認してください。

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/minashi/meikakukanitsuite2.pdf
https://www.youtube.com/watch?v=Aa1rE8gV-gk
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t10kaisei/ekimu__tutatu.pdf
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本事例集の位置づけと構成

はじめに

◼ 本事例集は、令和４年５月１日から適用が開始された「みなし輸出管理の運用明確化」への対応について、大学・研究機関にお
ける取組の検討・改善へのヒントとなるよう、複数の大学へのヒアリング結果を元に具体的な取組事例を紹介するものです。

◼ 第１章では、「みなし輸出管理の運用明確化」への対応として、「特定類型該当性の確認プロセス」や「特定類型該当者への提供
技術の管理プロセス」について主な方法を紹介します。

◼ さらに、第２章では、大学において運用されている具体的な取組事例や帳票等の資料を紹介します。

みなし輸出管理の運用明確化
への主な対応方法

みなし輸出管理の運用明確化への主な対応方法について説明します。
Ｓ

• 特定類型該当性の確認プロセス
• 特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

大学の具体的な取組内容を、大学ごとに紹介します。

本資料の構成

事例集

第
１
章

第
２
章

※「みなし輸出管理の運用明確化」への対応については、各大学において取組が開始されたばかりであり、運用状況や他大学の
取組を踏まえて日々検討が進められています。本事例集で紹介する取組事例は令和５年８月時点のものであり、今後、変更が
生じる可能性がある点をご了承ください。
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第１章 みなし輸出管理の運用明確化への主な対応方法
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特定類型該当性の確認プロセス

第１章

◼ 外為法遵守のため、技術の提供を行うまでの間に、技術提供の相手方（教職員・学生等）の特定類型該当性を確認する必要

があります。

◼ 特定類型該当性の確認は、対象者の属性（※）に応じて「特定類型の該当性の判断に係るガイドライン」（役務通達別紙１－

３）に沿って行うことが基本です。

主な確認方法のパターン

（ⅱ）在籍者*
*令和４年５月１日時点
で在籍している者

（ⅰ）新規受入者

指揮命令下にある者
（常勤教職員、非常勤教職員等）

パターンⅰ-②

指揮命令下にない者
（学生・招へい教員等）

誓約書（申告書）を取得

誓約書（申告書）を取得

出願書やCV等から確認

誓約書（申告書）を取得 出願書やCV等から確認

パターンⅰ-①**

パターンⅱ-③

パターンⅱ-①**

誓約書（申告書）を取得

パターンⅱ-②

◼ 「特定類型の該当性の判断に係るガイドライン」を踏まえ、各大学で行われている確認方法は主に以下のパターンに分類されます。

兼業・利益相反行為の

申告内容から確認

**「特定類型の該当性の判断に係るガイドライン」に沿った確認方法

出願書やCV等から確認

※属性：新規受入者／在籍者、指揮命令下にある者／ない者
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

◼ 学内で把握した特定類型該当者に対して、規制技術を提供する場合は、事前に経済産業省に役務取引許可申請を行っていただ

く必要があります。

◼ 特定類型該当者を把握した場合の対応の流れは、大学・研究機関においてこれまで行われてきた、非居住者に対して技術を提供

する際の輸出管理手続と基本的には同様のものとなります。さらに、具体的な技術提供の場面（学内での共同研究や発表会）を

適切に把握・管理するために追加的な手続を設けている大学もあります。

◼ 最適な対応の流れは、既存の手続との整合性や関係部署との情報共有範囲に応じて検討する必要があります。各大学における具

体的な事例については、第２章において紹介しますので参考としてください。

第１章

特定類型該当者への提供技術の管理プロセスの１例

①本部・部局等

において、特定

類型該当者を

把握

②指導教員等に

対して、特定

類型該当者に

関する情報を

共有

③特定類型該当

者に対する技

術提供につい

て、事前確認

シートを作成

④指導教員等と

想定される技

術提供の可否

について事前

協議

⑤特定類型該当

者に対する技

術提供につい

て、経済産業

省へ許可申請

通常の輸出管理手続と同様
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第２章 事例集
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No 大学 属性 管理体制
特定類型該当性の確認 特定類型該当性の確認方法 誓約書取得方法

本部確認 部局確認 新規受入者 在籍者* 紙 電子

1 Ａ大学 総合大学 部局分散型 ○ ー パターンⅰ-① パターンⅱ-①
※一部からは誓約書を取得

○ ー

2 Ｂ大学 総合大学 中央集約型 ○
（新規受入者）

○
（在籍者）

パターンⅰ-① パターンⅱ-① 〇 －

3 Ｃ大学 総合大学 中央集約型 ○ ー パターンⅰ-①
※一部からは誓約書を取得

パターンⅱ-① ○ ー

4 Ｄ大学 総合大学 中央集約型 ○ ー パターンⅰ-② パターンⅱ-③
ー ○

5 Ｅ大学 総合大学 部局分散型 ○ ○ パターンⅰ-① パターンⅱ-① ○ ー

6 Ｆ大学 総合大学 部局分散型 － ○ パターンⅰ-① パターンⅱ-① ○ ー

7 Ｇ大学 総合大学 部局分散型 － ○
※一部は本部確認

パターンⅰ-① パターンⅱ-①
※一部からは誓約書を取得

○ ー

8 Ｈ大学 総合大学 中央集約型 ー ○ パターンⅰ-① パターンⅱ-② ー ○

9 Ｉ大学 総合大学 部局分散型 ー ○ パターンⅰ-① パターンⅱ-①
※一部からは誓約書を取得

○ ○

1０ Ｊ大学 医療系大学 中央集約型 ○
※一部は部局確認

ー パターンⅰ-① パターンⅱ-① ○ ー

（指揮命令下にある者） （指揮命令下にない者）

※一部は本部確認

事例掲載大学の概要情報

◼ 第２章では、１０大学における具体的な取組事例を紹介します。

第２章

概要情報 *令和４年５月１日時点で在籍している者

※一部は紙媒体で取得
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事例１ Ａ大学
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大学基本情報

2021年11月 3月2022年1月

• 改正役務通達公布

• 具体的な運用方針の

検討を開始

• 学内の特定類型該当

者の特定作業開始

• 学内用e-learningの完成

• 学内監査実施の際に個々

の部局の担当者（事務職

員）への説明を実施

• 規程・帳票改定案の策定

• 学内の特定類型該当者の

特定作業完了

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

4月

• 役員会にて規程・帳票

類改定案の承認

＜ポイント＞

• 改正役務通達施行後に発生する管理工数をあらかじめ把握するため、学内の特定類型該当者の特定作業を先行して実施

• パブリックコメントで示された改正役務通達案を参考に具体的な運用を検討し、教職員向けのe-learning教材を作成

• 作成したe-learning教材を用いて、監査時に個々の部局担当者（事務職員）に説明

基本情報

事例１ Ａ大学

教員数・学生数

教員数 約820名

学生数 約3400名

（内、留学生数 約230名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

体制図*

輸出管理体制

□中央集約型

■部局分散型

□その他 本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

研究推進部

学務部

国際交流

入試

輸出管理統括

責任者

研究推進課

輸出管理統括責任

者補佐

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

事務部

5月

• 改定した規程・帳票

類施行
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特定類型該当性の確認プロセス

事例１ Ａ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下

にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規定
• 安全保障輸出管理規則【参考資料１】

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものを使用

➢ 取得・保管方法
• 紙媒体で取得し、本部において紙媒体で保管

取得した書類を本部に提出
出願書・CV等

誓約書

• 部局から集約した情報を

もとに、特定類型該当性

を確認

• 確認結果を部局に送付

提出

確認結果

兼業状況を集約し本部に提出

誓約書

常勤職員

取得した書類を本部に提出

提出

確認結果

• 従来取得している書類の

記載内容から特定類型

該当性を確認

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 本部で特定類型該当者を把握し、各部局の特定類型該当者リ

ストを作成

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 輸出管理統括責任者が特定類型該当者リストを各部局の輸出

管理責任者に送付、部局事務担当者にも共有

• 部局輸出管理責任者は、「特定類型該当者に役務提供を行う

可能性がある者」に対して、当該特定類型該当者に関する情報を

提供

対象者 部局

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

非常勤職員

確認結果

本部（事務局）

出願書・CV等

兼業届

（都度）

（入学時等）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例１ Ａ大学

他の研究室と共同

研究を行う際には研

究室内の特定類型

該当者情報を提供

特定類型該当者把握時の対応

学内の研究発表会（修論

発表会等）に特定類型該

当者が参加する際は、学科

長（主催者）が事前確認

シートを作成、対応を検討

特定類型該当者が所属する研究室の管理

者が、共同研究相手（学内の他の教員）

に対して情報提供

①本部において特定類型該

当者を把握

②各部局の輸出管理責任

者、「役務提供を行う可能

性のある者」へ情報共有

③「役務提供を行う可能性

のある者」が事前確認シート

を作成、部局事務へ提出

・事前確認シート【参考資料２】を部局事務へ提出

・提供予定技術にリスト規制技術が含まれる場合、学科長が本部と相談の上、

①～④から対応を選択

①許可申請を実施 ②発表内容の変更

③リスト規制技術に関する内容が含まれる発表のみ参加者を限定して別途開催

④リスト規制技術に関する内容が含まれる発表では特定類型該当者は退席

個別の技術提供の場面を適切に把握・管理するための追加手続

特定類型該当者（学生）受入れ時は受入教員

が作成・提出
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参考資料１：安全保障輸出管理規則（抜粋）

事例１ Ａ大学
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参考資料２：学内の研究発表会等に特定類型該当者が参加する場合の事前確認シート

事例１ Ａ大学
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事例２ Ｂ大学
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大学基本情報

2021年12月まで

• 具体的な運用方針について人事

部門及び留学生部門と情報共

有・調整を進め、合意

2022年3月

• 規程・帳票類の改正について

学内の各会議体に付議・了

承後、各部局に通知

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

4月

• 特定類型該当者の学内調

査を各部局に依頼

基本情報

事例２ Ｂ大学

教員数・学生数

教員数 約320名

学生数 約5000名

（内、留学生数 約245名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 □医歯薬系

体制図*

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

輸出管理体制

■中央集約型

□部局分散型

□その他

部局

（学部・

研究科）

学務担当部署

総務担当部署

留学生担当部署

輸出管理支援室

事務部

本部

（事務局）

入試担当部署

研究協力担当部署

入試

教務

留学生

人事

共同研究

5月

• 改正した規程・帳票類施行
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特定類型該当性の確認プロセス

事例２ Ｂ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 輸出管理統括責任者の学内通知

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものを使用

➢ 取得・保管方法
• 紙媒体で取得し、本部が紙媒体で保管

取得した書類を本部に提出誓約書
• 誓約書により、特定類型該当性を確

認

• 確認結果を部局に送付

提出

（誓約書）

• 従来取得している書類の記載内容から特定

類型該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、特定

類型該当者調査票（学生用）を作成

【参考資料】

提出

（調査票）

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 本部において、特定類型該当者リストを作成

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 特定類型該当者リストを各部局長（部局の輸出管理責任

者）に送付

• 部局長から特定類型該当者への技術提供が想定される関

係職員（指導教員等）に対して情報共有

対象者 部局 本部（事務局）

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

• 特定類型該当者調査票から特

定類型該当者を把握

指揮命令下にない者
出願書・ＣＶ

確認結果

• 留学生担当部署・入試担当部署から

輸出管理支援室に出願書・CV等の内

容を情報共有

• 輸出管理支援室は集約した情報をも

とに特定類型該当性を確認

• 確認結果を部局に送付確認結果

• 兼業届の記載内容から特定類型該当性を

確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、特定

類型該当者調査票（教職員用）を作成

【参考資料】

兼業届

（都度）

出願書・CV等

（入学時等）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例２ Ｂ大学

特定類型該当者把握時の対応

①本部又は部局において

特定類型該当者を把握

④指導教員等が技術提供の際

に事前確認チェックシートを作成、

提出

③部局長から指導教員

等へ情報共有

部局で確認した場合も本部に情報集約され、本部で特

定類型該当者のリストが作成される

②本部から部局長へ情報共有
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参考資料：特定類型該当者調査票

事例２ Ｂ大学

①教職員用

No. 職員

番号

氏名 フリガナ 所属 職名 国籍 雇用期間

開始日

（本学）

雇用期間

満了日

（本学）

特定類型①情報 特定類型②情報

契約に基づき、外国

政府・大学等の支配

下にある者の雇用主

名称

雇用

期間

開始

⽇

雇用

期間

満了

⽇

経済的利益に基づき、

外国政府等の実質的

な支配下にある者の

資⾦の提供元の名称

支援⾦等

の⾦額

年間

所得

年間所得に

占める支援⾦の

割合

②学生用

No. 学籍

番号

氏名 フリガナ 所属 身分 国籍 開始

年月日

終了

年月日

指導

教員

特定類型①情報 特定類型②情報

海外企業の

勤務・兼業等

雇用主

名称

海外政府等からの

資⾦提供の有無

提供元

名称

支援⾦等

の⾦額

年間

所得

年間所得に

占める支援⾦

の割合

令和４年４月30⽇現在

令和４年４月30⽇現在



19

事例３ Ｃ大学
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大学基本情報 体制図*

2021年10月 11月

• 大学本部（輸管事

務局）にて、対応の

大まかな骨子作成、

体制・業務フローの検

討、帳票の作成等を

実施

• 全学説明会や各

部局教授会での

FDを実施

（～1月）

• 改正役務通達

公布

• 執行部・関係

部署への説明、

意見・要望の

収集

施行までのスケジュールとポイント

• 輸出管理統括責任者

から各部局長に対し、

みなし輸出管理の運用

明確化への対応を求め

る通知文発出

＜ポイント＞

• 大学本部（輸管事務局）において、「いつまでに、何を、どこまでやるのか」を定めた対応骨子を改正役務通達公布前から作成

• 全学説明会では、研究インテグリティと関連付け、みなし輸出管理の運用明確化への対応が必要となる背景も含めて説明

• 業務負担が生じる部門（各部局の人事・教務部門）に対し、全学説明会に先立ち、具体的な依頼事項を説明しながら事前に打診・

合意

基本情報

事例３ Ｃ大学

教員数・学生数

教員数 約1,600名

学生数 約16,300名

（内、留学生数 約2,400名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

• 規程改定について

役員会審議

12月 2022年1月 4月

輸出管理体制

■中央集約型

□部局分散型

□その他
本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

学術研究・産学官連携推進本部

（輸出管理マネージャー在籍）

事務部門

教務

人事

国際本部

（輸出管理マネージャー在籍）

研究協力部

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

5月

• 改定した規程施行
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特定類型該当性の確認プロセス

事例３ Ｃ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 学内通知、公募要領及び募集要領への記載例【参考資料１】

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものを使用

• 誓約書提出に先立ち、独自様式の「自己申告書」（誓約書の

内容＋特定類型③該当性の申告）の提出を求めている【参考

資料２】

➢ 取得・保管方法
• 紙媒体で取得し、本部が紙媒体で保管

取得した書類を本部へ提出自己申告書**

出願書・CV等

自己申告書*

誓約書
提出

確認結果

兼業やクロスアポイントメント等の申請

書を提出した者に対して、直属の上長

を経由して誓約書の提出を要請

兼業届等

誓約書

提出

（兼業届等の写

し・誓約書）

確認結果

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 各部局が「特定類型該当者確定リスト」を毎月作成・管理

• 各部局から「特定類型該当者確定リスト」を毎月、本部に提

出。本部で集約・管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 指導教員及び直属の上長は本部との面談を通じて、自身が

受け入れる者の特定類型該当性を把握【参考資料３】

• 部局ごとの「特定類型該当者確定リスト」の閲覧・共有範囲

は、各部局長が判断

対象者 部局 本部（事務局）

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

*応募時又は面接時に自己申告書を提出。採用時に誓約書を提出

**出願時に出願書類と併せて自己申告書を提出（本部の判断で一部の学生からは誓約書も追加取得）

自己申告書
新たに研究室に配属になる等、所属

情報に変更が生じる者に対して、指導

教員から自己申告書の提出を要請

提出

（自己申告書）

確認結果

• 取得した書類から特定類

型に該当する可能性のあ

る者を把握、受入れ担

当者と面談の上、最終

判断

• 判断結果を部局と本人

に通知

（都度）

（都度）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例３ Ｃ大学

学内セミナー等への

出欠管理

所属研究室以外の研

究室への出入りを指

導教員の事前確認・

許可制

個別の技術提供の場面を適切に把握・管理するための追加手続

特定類型該当者受入れ時の対応

【面談内容】

・機微度調査データを元に受入予定者の保有技術（提供可能性の

ある技術）を確認

・受入対象者の特定類型該当性を再確認

【協議内容】

① 受入予定者の保有技術の内容

② 受入対象者が特定の機微技術を有する研究室に在籍する可能性の有無

③ 在籍する可能性がある場合の以下いずれかの対応の可否

-1    経済産業省へ許可申請して在籍させること

③ -2 特定の機微技術の受領を回避して在籍させること

③ -3 研究テーマの変更又は他の研究室に在籍させること

①本部において特定類型

該当者を把握

②本部が受入予定者（指

導教員、直属の上長等）

と面談

③本部と部局採用担当責

任者（＝受入れ予定者）

が受入協議

⇒合否決定委員会へ連絡
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参考資料１：公募要領及び募集要領への記載例

事例３ Ｃ大学

✓輸出管理事務局が作成し、人事・総務・教務部門へ提供
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参考資料２：特定類型該当性の自己申告書

事例３ Ｃ大学
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参考資料３：特定類型に該当すると自己申告があった者の受入予定者との面談様式

（特定類型①申告者の受入予定者との面談結果）

事例３ Ｃ大学
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事例４ Ｄ大学
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大学基本情報

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

＜ポイント＞

• 文科省から要請されている、研究インテグリティの確保に向けた対応の一環として、みなし輸出管理の運用明確化への対応も検討

• 制度内容を分かりやすくまとめたオンライン研修教材を作成、学生・教職員を含む大学関係者全員（非常勤等を含め約29,000名）が

受講対象

基本情報

事例４ Ｄ大学

教員数・学生数

教員数 約2,400名

学生数 約18,500名

（内、留学生数 約2,300名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

2021年9月～12月 2022年1月

• 関係理事、事務局等と対応方針に

ついて意見交換会を実施

• 改正役務通達公布（11月）

• 意見交換会の結果を役

員会に提出、対応方針に

ついて了解を得る

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

2022年3月

• 制度対応に向けた具体の

検討

2022年6月

※点線囲みの部門は検討にのみ参画

体制図*

輸出管理体制

■中央集約型

□部局分散型

□その他

本部・

推進室

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

人事部

法務統括室

（輸出管理アドバイザー在籍）

総務課

財務部

学務部

情報・システム部

国際部

研究・産学官連携推進部

国際企画課

留学課

• 申告書（誓約書）提出

依頼文書の発出
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特定類型該当性の確認プロセス

事例４ Ｄ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

特定類型該当性の確認プロセス

申告書（誓約書）

➢ 申告書（誓約書）の提出を求める根拠規定
• 輸出管理統括責任者（理事）の学内通知【参考資料】

➢ 様式
• 経済産業省が提示している誓約書を使用

➢ 取得・保管方法
• 学内ID所持者からは電子媒体（学内のオンライン研修シス

テム上）で、学内ID非所持者等からは紙媒体又はWEB

フォーム（Google Form）上で取得し、本部において電子媒

体又は紙媒体で保管

申告書（誓約書）

• 本部にて特定類型該当

性を確認

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 本部において電子システム上で一元管理（紙媒体で提出さ

れた申告書（誓約書）の情報についても本部が電子システ

ムに登録）

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 本部が必要と認めた範囲で、特定類型該当者が所属する各

部局の部局長に共有

• 全学の回答率、該当率等については、役員及び各部局長に

共有

対象者 部局 本部（事務局）

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

申告書（誓約書）

申告書（誓約書）

申告書（誓約書）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例４ Ｄ大学

特定類型該当者把握時の対応

【ヒアリング項目】

① 特定類型該当者が関与する研究内容

② 研究室内の機微技術の有無

③ 特定類型該当者が機微技術を扱う必要性の有無

④ 現在の機微技術の管理方法

【対応例】

特定類型該当者へ機微技術を提供する段階で、事前に指導教員等が学内

申請を徹底することを要請

①本部において特定類型

該当者を把握

②所属する部局の部局長へ情

報共有、研究室へヒアリング協

力依頼

③本部が指導教員等へヒ

アリング調査

把握された特定類型該当者が所属する研究室において機微技術を扱うこと

等が想定される場合のみ、上記②を実施

④本部で対応方針を検討、指

導教員等へ助言

部局を通じて特定類型該当者の所属する研究室を確認
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参考資料：申告書（誓約書）提出依頼文書

事例４ Ｄ大学

※以下に掲載の資料は申告書（誓約書）提出依頼文書の再通知文書である
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事例５ Ｅ大学
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大学基本情報

2021年11月 2022年2～3月12月

• 改正役務通達公布

• 学内の入試部門・

人事部門との調整

を開始

• 規程・帳票類の改訂に

着手

• 教職員向け動画研修

を実施

• 対応方針について学

長・副学長の承認を

得る

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

4月

• 規程・帳票類の改訂

審議

• 制度対応の内容につい

て学内周知

＜ポイント＞

• 入試部門・人事部門に対しては、輸出管理に関する基本的な内容から丁寧に説明した資料を作成した上で、説明を実施

• 改訂した規程・帳票類・輸出管理ハンドブックは、学内のイントラネットに掲載して周知するとともに、学部長会議で報告し、学部の

教授会でも情報共有するよう依頼

• 新たに作成した産学連携のリスクマネジメントに関する研修動画の中で今回の制度見直しについても言及、教職員向け研修で使

用

基本情報

事例５ Ｅ大学

教員数・学生数

教員数 約800名

学生数 約19,000名

（内、留学生数 約800名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

体制図*

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

輸出管理体制

□中央集約型

■部局分散型

□その他
本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

研究推進課（輸出管理部門）

人事部門

入試部門

事務部

• 改訂した規程・帳票類

施行

5月
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対象者

特定類型該当性の確認プロセス

事例５ Ｅ大学

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程

• 特になし

（採用手続に係る提出書類の追加と位置付け）

➢ 様式

• 経済産業省が提示しているものを使用

➢ 取得・保管方法

• 紙媒体で取得し、人事部門が紙媒体で保管

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理

• 本部（輸出管理部門）に情報集約

• 情報が定期的に最新の状態に更新できるよう、既存の

人事情報データベースや学籍情報データベースで管理す

ることを検討中

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法

• 本部から輸出管理部局責任者（学部長等）に対して

情報共有され、輸出管理部局責任者（学部長等）の

判断で部局内関係者（学科の主任教授・指導教員

等）に情報共有

誓約書

部局

確認結果

• 取得した書類の記載内容・事前面談を通じて指導教員が特定類型

該当性を確認

• 事前確認シートを指導教員が作成・提出

提出

（事前確認シート）

情報共有

在
籍
者

指揮命令下にある者

新
規
受
入
者

指揮命令下にある者

指揮命令下

にない者

⽇本人学生

客員教員 受入手続書類

• 取得した書類の記載内容から受入教員が特定類型該当性を確認

• 外国籍の者については、全ての者について受入教員が事前確認シート

を作成・提出

• ⽇本人の場合は特定類型該当者である場合のみ、本部に情報共有

提出

（事前確認シート）

又は情報共有

• 輸出管理部門が事前確認シートにより、

特定類型該当者を把握

• 人事部門が兼業届の記載内容から特定

類型該当性を確認、輸出管理部門に情

報共有

• 確認結果を部局に共有

• 輸出管理部門が部局からの情報共有に

より、特定類型該当者を把握

• 輸出管理部門が事前確認シート又は部

局からの情報共有により、特定類型該当

者を把握

• 従来取得している書類の記載内容から特定類型該当性を確認

確認結果

兼業届

（都度）

（入学時等）

出願書・CV等

• 人事部門が誓約書により特定類型該当

性を確認、輸出管理部門に情報共有

• 確認結果を部局に共有

出願書・CV等

出願書・CV等 • 入試部門が取得した書類の記載内容か

ら特定類型該当性を確認、輸出管理部

門に情報共有

• 確認結果を部局に共有

指揮命令下にない者

留学生

本部（事務局）

確認結果

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例５ Ｅ大学

特定類型該当者（留学生、外国人客員教員）受入れ時の対応

①部局において特定類型該

当者を把握

②指導教員・受入教員が事前

確認シートを作成、本部（輸出

管理部門）へ提出

特定類型該当者（日本人学生、教員）受入れ時の対応

①本部（入試部門、人事部

門）において特定類型該当

者を把握

②本部から学部長等に対して

情報共有の後、学部長等の判

断で、指導教員・主任教授等

に情報共有

③技術提供時点で、指導教

員・主任教授等が事前確認

シートを作成、本部へ提出
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事例６ Ｆ大学
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大学基本情報 体制図*

2021年11月 4月2022年2月～3月

• 改正役務通達公布

• 制度対応への検討を開始

• 安全保障輸出管理委員

会で規程、帳票類等の改

訂を審議、決定

• 学内説明会を実施

• 学内通知発出

• 機微技術管理ガイダンス

第四版や「みなし輸出」管

理の明確化に関するQ&A

の公表を受けて、具体的

な対応について検討

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

＜ポイント＞

• 輸出管理プロセスや帳票類は大きく変えず、従来の輸出管理フローの中に特定類型該当性の確認等を行う手続きを追加

• 大学独自資料として、特定類型に該当する場合の具体例をまとめたもの【参考資料１】を作成し、学内イントラに掲載

基本情報

事例６ Ｆ大学

教員数・学生数

教員数 約3,100名

学生数 約17,600名

（内、留学生数 約1,700名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

輸出管理体制

□中央集約型

■部局分散型

■その他

本部

（事務

局）

部局
（学部・研

究科・研究

所）

安全保障輸出管理委員会

事務部門

総務

人事

総務企画部
法務・コンプライアンス課

安全保障輸出管理室

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

5月

• 改訂した規程、帳票類等

施行

教務
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特定類型該当性の確認プロセス

事例６ Ｆ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 安全保障輸出管理細則【参考資料２】

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものを一部変更して使用【参考資

料３】

➢ 取得・保管方法
• 紙媒体で取得し、人事部門において紙媒体で保管

誓約書
提出

（誓約書）

兼業届の記載内容から特定類型

該当性を確認

情報共有

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 本部において、特定類型該当者名簿を作成【参考資料５】

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 特定類型該当者が所属する部局関係者（部局長、受入

教員、各部局の輸出管理担当事務職員（総務））に共

有

対象者 部局 本部（事務局）

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

奨学⾦の受給状況報告から特定

類型該当性を確認
情報共有

出願書・CV等

部局からの情報共有により、

特定類型該当者を把握

奨学金の受給状況報告

兼業届

• 人事部門において、取得した誓約書の記載

内容から特定類型該当性を確認

• 特定類型該当者の誓約書のみ本部に提出

• 教務部門において、取得した書類の記載内

容と併せて、受入チェックフロー図や輸出管

理シートを用いて特定類型該当性を確認

• 外国人は原則全員、⽇本人は特定類型に

該当する場合のみ、輸出管理シートを作成・

提出

提出

（輸出管理シート）

提出された誓約書により、特

定類型該当者を把握

提出された輸出管理シートに

より、特定類型該当者を把

握

（都度）

・部局からの情報共有により、特定類
型該当者を把握
・把握した特定類型該当者の情報に
漏れがないか、年２回程度、奨学⾦の
受給状況報告に関する情報を学務情
報システムにより、本部において再確認

（都度）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例６ Ｆ大学

特定類型該当者受入れ時の対応

①部局（人事又は教務部

門）において特定類型該当

者を把握

③所属部局関係者（部局

長、受入教員、部局の輸出

管理担当事務（総務））

へ情報共有

本人と所属部局関係者（部局長、受入教員、輸出管理担

当者）に対して、輸出管理上の留意事項等を文書で通知

②受入教員等が輸出管理

シートを作成、本部へ提出

⽇本人教職員・学生で特定類型に該当する場合のみ、この時点で

作成・提出

外国人教職員・学生については、特定類型該当性にかかわらず、

受入れ時に原則全員の輸出管理シートを作成・提出
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参考資料１：特定類型に該当する場合の具体例を解説した学内参考資料

事例６ Ｆ大学

特定類型②に関するもの

✓大学独自資料として、特定類型に該当する場合の具体例をまとめたものを作成し、学内イントラに掲載
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参考資料２：安全保障輸出管理細則

事例６ Ｆ大学

第８条の２

教員等（文系（非実験系）の教員等及び事務職員を除く。）を採用する場合、その担当係は別

記様式第６号の２により誓約書の提出を求めるものとする。
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参考資料３：誓約書

事例６ Ｆ大学

✓ 特定類型①、②に該当する場合について、分かりやすい例示を記載

✓ 特定類型該当性に変更があった場合、誓約書の再提出が必要になる旨を明記

✓ 誓約書の記載内容について、必要な場合には関係者に情報共有される場合がある旨を明記

参考資料４を参照
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参考資料４：特定類型該当性の確認について（一部抜粋）

事例６ Ｆ大学

✓特定類型①、②の定義について、具体例を提示して解説
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参考資料５：特定類型該当者名簿

事例６ Ｆ大学
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事例７ Ｇ大学
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大学基本情報 体制図

2021年9月 2022年3月10月

• 全学説明会を実施

• 改正概要に関する動

画を配信

• 輸出管理規程・細則

等の変更内容につい

て輸管委員会審議

• 輸出管理規程・細則等

の変更内容を検討

• 他部署と今後の対応に

ついて協議開始

→ 同年12月までには概

ね方針を決定

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

• 輸出管理規程・細

則等の改正通知

• 説明会動画を配信

（改正概要＆学内手

続き）

＜ポイント＞

• 制度周知については動画配信で行い、海外機関との業務が予想される部門（国際交流委員会等）については、別途、個別に説明会

を実施することで理解度を深めた

• 学内監査実施時に、教職員等に対してみなし輸出管理の運用明確化に関する制度への理解度を確認する質問を実施した

基本情報

事例７ Ｇ大学

教員数・学生数

教員数 約3,000名

学生数 約23,000名

（内、留学生数 約2,500名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

体制図*

輸出管理体制

□中央集約型

■部局分散型

□その他 本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

研究推進部 輸出管理窓口

人事総務部

国際部 国際交流

社会連携共創推進部

安全保障輸出管理委員会

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

4月

入試教育・学生支援部

事務部

5月

• 改正した輸出管理

規程・細則等施行
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*兼業届・利益相反自己申告を提出する際に、「新たに海外機関と雇用契約等を締結又は新たに海外機関から利益を得る場合」に自身が該当する場合は自己申告で誓約書（確認書）を部局に提出

**兼業届・利益相反自己申告の提出義務がない非常勤職員。（兼業届・利益相反自己申告の提出義務がある非常勤職員については、常勤職員と同様に本部が特定類型該当性を確認）

特定類型該当性の確認プロセス

事例７ Ｇ大学

特定類型該当性の確認プロセス

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 安全保障輸出管理細則【参考資料１】

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものを使用

➢ 取得・保管方法

• 紙媒体で取得し、部局において紙媒体で保管が原則（電子
化して保存も可）

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理

• 部局ごとに「部局特定類型リスト」を作成し、全学共有ネットワーク
フォルダ内で情報を一元管理

• 本部（研究推進部輸出管理担当窓口・総務部人事課）は全て
を、各部局事務部（輸出管理担当係）は自分の部局のリストの

み閲覧可能

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 部局関係者（部局長、指導教員等）に共有

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

誓約書 特定類型該当性に関する情報管理

新
規
受
入
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

• 採用担当や各部局の輸出管理担当の事務職員

が特定類型該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は「部局特定類

型リスト」へ記入
出願書・CV等

誓約書（確認書）
• 全学共有ネットワークフォルダ内の「部局特

定類型リスト」により特定類型該当者を把

握

情報共有

（部局特定類型リスト）

対象者 部局

指揮命令下にない者

在
籍
者

指揮命令下

にある者

常勤職員

一部の

非常勤職員**

• 誓約書（確認書）により特定類型該当性を確認
• 特定類型該当者を把握した場合は「部局特定類

型リスト」へ記入

• 全学共有ネットワークフォルダ内の「部局特

定類型リスト」により特定類型該当者を把

握

• 総務部は兼業届の内容を研究推進部に

情報共有

• 共創推進部は利益相反自己申告の内容

を研究推進部に情報共有

• 研究推進部は集約した情報をもとに特定

類型該当性を確認

• 確認結果を部局に共有

• 全学共有ネットワークフォルダ内の「部局特
定類型リスト」により特定類型該当者を把
握

ー

情報共有

（部局特定類型リスト）

本部（事務局）

誓約書（確認書）

• 従来取得している書類の記載内容から特定類型

該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は「部局特定類

型リスト」へ記入

情報共有

（部局特定類型リスト）

確認結果

• 兼業届の内容を本部・総務部に情報共有

• 誓約書（確認書）については、特定類型該当者

情報を研究推進部に共有

• 本部からの確認結果をもとに「部局特定類型リス

ト」へ記入

出願書・CV等

兼業届

誓約書（確認書）*

（都度）

（入学時等）

情報共有

利益相反自己申告

（都度）
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例７ Ｇ大学

特定類型該当者受入れ時の対応

提供予定の技術が規制対象である場合には経済産業

省への許可申請や研究活動の制限等があり得る旨を、

技術提供代表者から特定類型該当者へ説明

技術提供代表者に特定類型該当者の（１）（２）への参加可能性を確

認し、参加可能性がある場合は、事前に輸出管理手続（経済産業省への許

可申請等）を行うよう技術提供代表者へ要請

（１）規制対象技術の提供がある学内外イベント（例：複数の研究室の

合同研究会、企業との共同研究）

（２）保有技術の機微度（リスク度）が高い研究室（※）との打合せや

研究発表会

※保有技術調査により把握済み

①部局において特定類

型該当者を把握

②技術提供代表者（指導

教員、上司等）へ情報共

有

③技術提供代表者が、

提供予定の技術につい

て事前確認シートを作

成、本部へ提出

④本部が技術提供代表者

と対応方針を検討
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参考資料１：安全保障輸出管理細則（抜粋）

事例７ Ｇ大学

安全保障輸出管理細則

（特定類型該当性の確認）

第５条 本学との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結し、当該契約に基づき本学の指揮命

令に服することとなる者を受け入れる場合、その受け入れを行う部局は、別紙様式第７号に定める特定類型該当性

にかかる確認書（以下「確認書」という。）の提出を求め、受け入れの⽇までに取得し特定類型該当性の確認を行

わなければならない。この場合において、確認書の提出を拒否した者は、特定類型に該当するとみなすものとする。

２ 前項に規定する本学の指揮命令に服することとなる者に該当しない者を受け入れる場合、その担当係は、受入

審査時に慣習上通常取得することとなる文書から、これらの者の特定類型該当性について、可能な範囲で確認を行

うこととする。
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参考資料２：誓約書（確認書）に添付される提出依頼文書

事例７ Ｇ大学

依頼文書には以下の５点を明記

✓特定類型該当者を差別的に扱ったり、不当に受入れを

拒否することを目的として取得するものではないこと

✓誓約書に記載された個人情報は、輸出管理担当者等

の特定の関係者以外には公開されないこと

✓特定類型該当者については、希望する研究活動に制限

がかかる場合があること

✓提出済の誓約書に変更が生じた場合には、再提出が

必要になること

✓誓約書に虚偽の内容を記載した場合には、学内規則に

基づき処分等が行われる場合があること
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事例８ Ｈ大学
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大学基本情報

2021年11月 3月2022年1月

• 改正役務通達公布

• 自己申告の方法や対象者

等に関する運用方針たたき

台を作成

• 各部局に、教職員の兼業許

可の確認を依頼

• 特定類型該当の可能性があ

る教職員には先行して該非

判定手続を行うよう依頼

• 役員レベルの会議で運用

方針を承認、部局の長及

び事務組織の長の会議で

報告

• 説明会向けに、マニュアル・

QA等を作成

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

4月

• 全教職員に対し、誓約書

（自己申告）のフォームを配

布・回収

＜ポイント＞

• 大学オリジナルのマニュアル（特定類型該当者がどのように対応すればよいかも記載）やQA（部局とのやりとりで発生し、学内共有が必

要と思われる質問を抽出）を作成し、イントラネットに掲載

• 工学部や理学部等、輸出管理の件数が多い部局の幹部との打合せはより重点的に、2021年10月頃から計10回程度実施

基本情報

事例８ Ｈ大学

教職員数・学生数
教職員・学生数 約40,000名

（内、留学生数 約4,600名）

学部
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

体制図*

輸出管理体制

■中央集約型

□部局分散型

□その他
本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

輸出管理部署

産学連携統括部門

法務部門

事務部

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。
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特定類型該当性の確認プロセス

事例８ Ｈ大学

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 特になし（部局からの依頼文書（メール））【参考資料１】

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものをベースに一部変更して利用

【参考資料２】

➢ 取得・保管方法
• 電子形式（Microsoft Forms）で取得し、部局ごとに回答

データをデータベースで保管

• 取得した誓約書により特定類型該

当性を確認

出願書・CV等

誓約書

• 取得した誓約書により特定類型該

当性を確認

誓約書

• 従来取得している書類の記載内容

から、特定類型該当性を確認

• 特定類型該当者の一覧表（エク

セル形式）を作成

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 部局ごとに指揮命令下にある者と指揮命令下にない者の特

定類型該当者に関する情報をデータベースで別々に管理

• 本部は各部局が管理するデータベースの情報を全て閲覧可能

• 各部局は、自分の部局の回答データのみを閲覧可能

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 部局ごとの判断で、部局事務の担当者、所属組織研究室

等の長及び技術の提供を行うため確認が必要な者（外為

法の遵守に必要な範囲）のみに共有。

対象者 部局

• 取得した書類の記載内容から特定

類型該当性を確認

• 特定類型該当者の一覧表（エク

セル形式）を作成

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

情報共有

（データベース上）

情報共有

（データベース上）

情報共有

（データベース上）

情報共有

（データベース上）

本部（事務局）

出願書・CV等

（入学時等）

• データベースの閲覧により特定

類型該当者を把握
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例８ Ｈ大学

共同研究等で学内の他の研究室

に所属する者へ技術提供を行う際

は、事前に当該者の特定類型該

当性を問合せ

個別の場面での技術提供管理を適切に行うための追加手続

特定類型該当者（教職員）把握時の対応

技術提供を行う者が、提供相手（他の研究室所属

者）の特定類型該当性を、提供相手が所属する部

局事務に対して事前に問合せを行う

①部局において特定類型該当

者を把握
②本人にメール連絡

【参考資料３】

【連絡内容】

・所属する研究室の長※と輸出管理部署（本部）へ

本人から知らせること

・⽇常的な技術提供（研究室内等）に際し、該非

判定などの輸出管理手続が事前に必要となること

・必要となる輸出管理手続を本部に確認すること
※研究室の長自身が特定類型に該当する場合は、それに次ぐ立場の者

※

③研究室の長※が事前確認

シートを作成、該非判定を実施

※
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参考資料１：誓約書の提出に関する教職員宛のメール例

事例８ Ｈ大学

〇〇研究科教職員各位 2022年4月1日

外為法関連法令の改正に伴う「みなし輸出管理」に関する自己申告について

1. 自己申告が必要な理由
外国為替及び外国貿易法の関連法令（以下、「外為法等」という）が改正され、2022年5月1日か

ら「みなし輸出管理」の対象が拡大されます。
外為法等が対象とする貨物の輸出及び技術の提供とは、国境を超えて貨物を輸出し技術を提供する
ことのみならず、国内であっても、居住者(*)から非居住者への技術の提供が「輸出とみなされ」、外
為法による輸出管理の対象となっています（みなし輸出管理）。加えて、改正外為法等施行後は、居
住者から居住者に対する技術の提供についても、技術の提供を受ける居住者が外為法等に規定される
外国政府等や外国法人等から強い影響を受けている状態に該当（以下、「類型該当」という）する場
合には、みなし輸出管理の対象となります。
改正外為法等では、学内での居住者から類型該当者へ技術を提供する際にみなし輸出管理を遵守す
るために、個々の教職員に、その雇用時等に類型に該当するか否かについて大学に対して自己申告す
ることを求めています。このため、本学においても全教職員（新規採用者及び既に採用されている
者）に自己申告をして頂く必要があります。
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参考資料２－①：誓約書（一部抜粋）

事例８ Ｈ大学

✓特定類型①の該当性を確認するために、契約を締結している外国法人等の名称や契約期間に関する回答欄を作成
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参考資料２－②：誓約書（一部抜粋）

事例８ Ｈ大学

✓特定類型②の該当性を確認するために、どの外国政府等から利益を得ているか、利益を得る期間等に関する回答欄を作成
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参考資料２－③：誓約書（一部抜粋）

事例８ Ｈ大学

✓誓約書の回答内容の取扱いについても明記し、同意を求めている
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参考資料３：特定類型該当者に対しての送信メール例

事例８ Ｈ大学

＜外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び第２項の遵守のための特定類型該当性

に関する誓約書＞に関する回答を受け付けました。

あなたは類型①又は類型②に該当しています。

研究室の長（あなたが長の場合、あなたに次ぐ立場の方）に、あなたが外為法に規定する

みなし輸出類型該当者であることを伝えてください。学内の他の教職員があなたに技術を提供

する場合、その技術の提供者は輸出管理部署とともに、外為法に沿った審査を行う必要があ

ります。

研究室内では⽇々技術のやりとりをしていることから、類型該当者であるあなたに研究室内

の他の方が提供する可能性のある技術につき、あらかじめ外為法上の審査を行う必要があるた

め、研究室の長に伝えるとともに、 輸出管理部署●●●にも連絡してください。同室から必要

な審査の手続きにつきお伝えします。
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事例９ Ｉ大学
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大学基本情報

2021年8月 2月9月

• 他大学と情報交

換

• 担当理事と情報

共有、今後の方向

性等を確認

• 部局長会議で方

針や運用について

説明

• 規程改訂

• 関連部門への打

診を開始

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

＜ポイント＞

• 早期に担当理事とコミュニケーションを取り、情報共有とともに今後の方向性等を確認

• 学生の受入れ時に従来から取得していた情報を確認した上で、今後の対応について関連部門と検討

基本情報

事例９ Ｉ大学

教員数・学生数

教員数 約3,500名

学生数 約22,600名

（内、留学生数 約2,800名）

部局
■人文科学系 ■社会科学系

■自然科学系 ■医歯薬系

2022年1月

• 担当理事に方針

や運用について説

明

• 総長と関連理事

に同様の説明

4月

• 教員・職員向け説

明会を実施(3月

～4月)

• 帳票類の整備、

確定

体制図*

輸出管理体制

□中央集約型

■部局分散型

□その他
本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

事務部

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

研究推進部

5月

• 改訂した規程・

帳票類施行
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特定類型該当性の確認プロセス

事例９ Ｉ大学

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程
• 就業規則

（部局から被雇用者に対する依頼文書【参考資料１】）

➢ 様式
• 経済産業省が提示しているものをベースに一部変更して利用

【参考資料２】

➢ 取得・保管方法
• 紙又はＰＤＦ形式で取得し、部局が紙又はＰＤＦ形式で

保管

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理
• 各部局が「特定類型該当者の管理台帳」を作成し、本部に

提出したものを本部で一元管理【参考資料３】

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法
• 学生の受入手続の過程で指導教員が把握するほか、教員が

特定類型該当者である場合は、部局担当者から本人へその
旨連絡し、本人から周囲の教員・学生等へ情報共有

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

• 誓約書により特定類型該当性を確認
• 特定類型該当者を把握した場合は、「特定

類型該当者の管理台帳」に記入

出願書・CV等

誓約書

（申告書）

• 「特定類型該当者の管

理台帳」により特定類型

該当者を把握

• 兼業届の記載内容から特定類型該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、「特定類型

該当者の管理台帳」に記入

対象者 部局 本部（事務局）

• 従来取得している書類の記載内容から特定類型

該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、「特定類型

該当者の管理台帳」に記入

指揮命令下

にある者

常勤職員

非常勤講師・

TA・RA等
誓約書

（申告書）

• 誓約書により特定類型該当性を確認
• 特定類型該当者を把握した場合は、「特定

類型該当者の管理台帳」に記入

*外国政府等からの奨学⾦取得を前提とした本学の入試制度で入学し、令和４年５月１⽇以降も当該奨学⾦を取得予定の者に限定

• 取得した書類の記載内容から特定類型該当性を

確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、「特定類型

該当者の管理台帳」に記入

情報共有

（特定類型該当者の

管理台帳）

情報共有

（特定類型該当者の

管理台帳）

情報共有

（特定類型該当者の

管理台帳）

情報共有

（特定類型該当者の

管理台帳）

情報共有

（特定類型該当者の

管理台帳）
兼業届

出願書・CV等

（都度）

（入学時等）

*
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例９ Ｉ大学

特定類型該当者把握時の対応

①部局において特定類

型該当者を把握

②事前確認シートの作成な

ど輸出管理手続を実施

・留学生については、通常の輸出管理手続と同様、受入れ時に指導教員が

事前確認シートを作成。

・教員については、部局担当者から本人に対して特定類型該当者である旨

と輸出管理手続が必要である旨を連絡をし、本人が、自身に対して技術提

供の可能性のある者（同じ研究室等の教員や学生）に情報共有と事前

確認シートの作成を依頼。これらの者は、実際に当該教員へ技術提供を行う

際に、事前確認シートを作成。
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参考資料１：部局から被雇用者に対する誓約書提出依頼文書の例

事例９ Ｉ大学
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参考資料２：誓約書（一部抜粋）

事例９ Ｉ大学

✓申告内容又は特定類型への該当理由について変更が

ある場合は、改めて誓約書を提出する必要があることを

明記（兼業届等で変更内容を明示する場合は除外）

✓特定類型①への該当理由として、雇用契約等の締結

先である外国法人等又は外国政府等の組織名及びこ

れらの機関が所在する国・地域名の記載欄を追加

✓特定類型②への該当理由として、奨学⾦の制度名や

奨学⾦を出資している外国政府等の組織名及び国・地

域名の記載欄を追加

※特定類型①・②の正確な定義については別紙に明記
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参考資料３：特定類型該当者の管理台帳

事例９ Ｉ大学

✓各部局において、特定類型該当者について管理台帳を作成し、本部に提出する
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事例１０ Ｊ大学
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大学基本情報

2021年11月 2月2022年1月

• 改正役務通達公布

• 理事による対応方針の

検討開始

• 輸出管理部門と国際

部門での週次ミーティ

ング開始

• 輸出管理部門と国際部

門での対応方針の検討

開始

対応検討に当たってのスケジュールとポイント

9月

• 規程・帳票類の改

訂審議

• 人事部門や学生の

受け入れ部門、学

部長等への周知・説

明

＜ポイント＞

• 対応に関しては、輸出管理部門と国際部門が毎週定例会議を行い連携

• 人事部門や学生の受け入れ部門（入試課など）とも、実際の細かな運用に関する説明・事務連携のための会議を不定期に実

施

基本情報

事例１０ Ｊ大学

教員数・学生数

教員数 約850名

学生数 約3,200名

（内、留学生数 約360名）

学部
□人文科学系 □社会科学系

□自然科学系 ■医歯薬系

体制図*

*みなし輸出管理の運用明確化対応の関連部門のみ抜粋。

また、本部における主幹部署（輸管事務局）を赤色で表示。

特段の記載がない限り、資料中の「本部」は輸管事務局を指す。

輸出管理体制

■中央集約型

□部局分散型

□その他
本部

（事務局）

部局

（学部・研究

科・研究所）

産学連携課（輸出管理部門）

人事部門

入試部門

事務部

国際部門

• 改訂した規程・帳票類

施行

（同年５月１⽇から

遡及適用）

11月
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特定類型該当性の確認プロセス

事例１０ Ｊ大学

特定類型該当性の確認プロセス

誓約書

➢ 誓約書の提出を求める根拠規程

• 特になし

（採用手続に係る提出書類の追加と位置付け）

➢ 様式

• 経済産業省が提示しているものと、従来から学生等の

受入れ時に取得している外為法遵守に関する誓約書を

統合させたものを使用【参考資料】

➢ 取得・保管方法

• 紙媒体で取得し、人事部門が紙媒体で保管

特定類型該当性に関する情報管理

➢ 特定類型該当性に関する情報の集約・管理

• 人事部門・入試部門から輸出管理部門及び国際部門

に共有

➢ 特定類型該当性に関する情報の共有範囲・方法

• 輸出管理部門・国際部門から、特定類型該当者を受

け入れている研究室が所属する大学院研究科の事務

部門に共有

指揮命令下にない者

新
規
受
入
者

在
籍
者

指揮命令下にある者

指揮命令下にある者

指揮命令下にない者

• 人事部門が誓約書により特定類型該当

性を確認

• 人事部門から輸出管理部門・国際部門

に情報共有

• 確認結果を部局に共有

誓約書

• 人事部門が兼業届等の記載内容から

特定類型該当性を確認

• 人事部門から輸出管理部門・国際部門

に情報共有

• 確認結果を部局に共有

対象者 部局 本部（事務局）

• 入試部門が従来取得している書類の記

載内容から特定類型該当性を確認

• 入試部門から輸出管理部門・国際部門

に情報共有

• 確認結果を部局に共有

• 輸出管理部門が事前確認シートに

より、特定類型該当者を把握

• 確認結果を部局に共有

• 指導教員が取得した書類の記載内容から

特定類型該当性を確認

• 特定類型該当者を把握した場合は、指導

教員が事前確認シートを作成・提出

出願書・CV等

提出

（事前確認シート）

兼業届等

出願書・CV等

（都度）

（入学時等）

確認結果

確認結果

確認結果

確認結果

※新規受入者/在籍者の区分は、令和4年5月1日時点の在籍状況を元に分類
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特定類型該当者への提供技術の管理プロセス

事例１０ Ｊ大学

特定類型該当者把握時の対応

①本部（人事部門・入試部

門）又は部局において特定類

型該当者を把握

②本部（輸出管理部門・国

際部門）に情報集約後、部

局事務部門へ情報共有

③指導教員等が事前確認

シートを作成、提出

・新規受入れの学生については、受入れ時点で作成・提出

・それ以外は、技術提供時点で作成・提出

学外との共同研究を行う際には、

特定類型該当者が参加メンバー

に含まれていないか、本部（輸

出管理部門）が事前確認

個別の場面での技術提供管理を適切に行うための追加手続

参加メンバーに特定類型該当者がいる場合は、部局事務部門から研

究代表者に連絡、事前確認シートの作成を指示
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参考資料：誓約書（一部抜粋）

事例１０ Ｊ大学

✓学生や教職員の受入れ時に取得する誓約書に特定類型該当性の確認に関する項目も記載し、取得書類を削減
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